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(57)【要約】
【課題】アルカリ二次電池の内部抵抗を低減することが
可能なアルカリ二次電池用の正極、および、それを用い
たアルカリ二次電池を提供すること。
【解決手段】本開示のアルカリ二次電池用の正極は、正
極基材と、該正極基材の少なくとも一方の表面に設けら
れた正極合材と、を備える。正極基材は、Ｎｉ箔または
Ｎｉメッキ鋼箔である。正極合材は、正極活物質を含む
。正極活物質は、オキシ水酸化コバルトで被覆された水
酸化ニッケルを含む。正極基材の片面に対する正極合材
の目付量が０．０２～０．０３５ｇ／ｃｍ2である。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　正極基材と、該正極基材の少なくとも一方の表面に設けられた正極合材と、を含むアル
カリ二次電池用の正極であって、
　前記正極基材は、Ｎｉ箔またはＮｉメッキ鋼箔であり、
　前記正極合材は、正極活物質を含み、
　前記正極活物質は、オキシ水酸化コバルトで被覆された水酸化ニッケルを含み、
　前記正極基材の片面に対する前記正極合材の目付量が０．０２～０．０３５ｇ／ｃｍ2

である、正極。
【請求項２】
　前記正極基材の厚みが５～３５μｍである、請求項１に記載の正極。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の正極を備える、アルカリ二次電池。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、正極およびそれを備えるアルカリ二次電池に関する。
【背景技術】
【０００２】
　アルカリ二次電池用の正極の基材としては、集電性等の向上のために、従来から発泡ニ
ッケル基板（多孔質シート）が用いられている。なお、特開２００２－１７５８３３号公
報（特許文献１）には、周縁部にバリ部を有する複数個の開口が形成された多孔質金属シ
ートに、粉末圧延法により電極合材を担持させてなる正極を備えるアルカリ二次電池が開
示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００２－１７５８３３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　発泡Ｎｉ多孔質シートなどの多孔質構造（スポンジ構造）を有する基材は、集電性は高
いが、多孔質であるために電気抵抗が高くなるという問題があった。電気抵抗の高い正極
基材を用いたアルカリ二次電池は、電池抵抗（内部抵抗）が高くなるため、損失が大きく
、高出力化が難しくなる。
【０００５】
　アルカリ二次電池の低損失化および高出力化を図るためには、アルカリ二次電池のさら
なる低抵抗化（内部抵抗の低減）が望まれる。特に、高出力化が求められるハイブリッド
自動車（ＨＶ）、プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）、電気自動車（ＥＶ）等の駆
動用電源（車載用電池）として用いられるアルカリ二次電池では、さらなる低抵抗化の要
望が高い。
【０００６】
　したがって、本開示の目的は、アルカリ二次電池の内部抵抗を低減することが可能なア
ルカリ二次電池用の正極、および、それを用いたアルカリ二次電池を提供することである
。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　［１］　本開示のアルカリ二次電池用の正極は、正極基材と、該正極基材の少なくとも
一方の表面に設けられた正極合材と、を備える。
　正極基材は、Ｎｉ箔またはＮｉメッキ鋼箔である。
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　正極合材は、正極活物質を含む。
　正極活物質は、オキシ水酸化コバルトで被覆された水酸化ニッケルを含む。
　正極基材の片面に対する正極合材の目付量が０．０２～０．０３５ｇ／ｃｍ2である。
【０００８】
　本開示のアルカリ二次電池用の正極（以下「正極」と略記される場合がある）において
は、正極基材としてＮｉ箔またはＮｉメッキ鋼箔を使用することで、同じ容積の多孔質基
材を用いた場合に比べて、正極基材の電気抵抗は低減すると考えられる。しかし、本発明
者らの検討により、単に正極基材としてＮｉ箔またはＮｉメッキ鋼箔を使用しただけでは
、その正極を備える電池の内部抵抗を低減することは難しく、正極基材の片面に対する正
極合材の目付量を０．０２～０．０３５ｇ／ｃｍ2の範囲に限定することで、正極基材が
多孔質基材である場合に比べて、電池の内部抵抗を低減する効果が得られることを見出し
た。
【０００９】
　これは、正極合材の目付量が大きくなると、正極全体の導電性が悪化するため、電池の
内部抵抗を低減する効果が十分に得られなくなるからであると考えられる。また、正極合
材の目付量が小さくなると、セパレータの比率（厚み）が大きくなり電極群（正極、負極
およびセパレータ）全体の抵抗が増加するため、電池の内部抵抗を低減する効果が十分に
得られなくなるからであると考えられる。
【００１０】
　したがって、本開示によれば、正極基材としてＮｉ箔またはＮｉメッキ鋼箔を用いて、
正極基材の片面に対する正極合材の目付量を０．０２～０．０３５ｇ／ｃｍ2としたこと
により、アルカリ二次電池の内部抵抗を低減することが可能なアルカリ二次電池用の正極
を提供することができる。
【００１１】
　［２］　正極基材の厚みが５～３５μｍである、［１］に記載の正極。正極基材（Ｎｉ
箔またはＮｉメッキ鋼箔）の厚みがこの範囲内であることにより、電池の内部抵抗を低減
する効果をより確実に得ることができる。これは、正極基材の厚みが薄すぎると、正極基
材の抵抗が増加するため、電極群（正極、負極およびセパレータ）全体の導電性が低下す
るからであると考えられる。また、正極基材の厚みが厚すぎると、活物質（正極活物質）
の比率が相対的に少なくなるため、電極群全体の導電性が低下するからであると考えられ
る。
【００１２】
　［３］　［１］または［２］に記載の正極を備える、アルカリ二次電池（以下「電池」
と略記される場合がある）。［１］または［２］に記載の正極を備えることで、電池の内
部抵抗を低減させることができる。また、電池の内部抵抗の低減により、電池の低損失化
、高出力化などが期待される。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】図１は、本実施形態のアルカリ二次電池の構成の一例を示す概略図である。
【図２】図２は、試験例１における正極合材の目付量と電池の直流内部抵抗（ＤＣＩＲ）
との関係を示すグラフである。
【図３】図３は、試験例２における正極基材（Ｎｉ箔）の厚みと電池の直流内部抵抗（Ｄ
ＣＩＲ）との関係を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本開示の実施形態（本実施形態）が説明される。ただし、以下の説明は、特許請
求の範囲を限定するものではない。
【００１５】
　本実施形態において、「アルカリ二次電池」とは、電解液がアルカリ水溶液である二次
電池の総称である。アルカリ二次電池としては、例えば、ニッケル水素電池、ニッケルカ
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ドミウム電池、ニッケル亜鉛電池、ニッケル鉄電池等が挙げられる。
【００１６】
　以下では、アルカリ二次電池の一例としてニッケル水素電池について説明するが、本実
施形態のアルカリ二次電池は、本開示の正極を備える限り、ニッケル水素電池に限定され
るべきではない。
【００１７】
　＜アルカリ二次電池＞
　図１は、本開示の実施形態に係るアルカリ二次電池の構成の一例を示す概念図である。
電池１００は、ケース１０５を備える。ケース１０５には、電極群１０４および電解液（
図示されず）が収納されている。
【００１８】
　ケース１０５は密閉されている。ケース１０５は、たとえば、Ａｌ合金、ステンレス（
ＳＵＳ）、鉄（Ｆｅ）等の金属製であってもよく、樹脂製であってもよい。ケース１０５
は、電流遮断機構（ＣＩＤ）、ガス排出弁、注液孔等を備えていてもよい。
【００１９】
　電極群１０４は、正極１０１、負極１０２およびセパレータ１０３を含む。正極１０１
は、セパレータ１０３を挟んで、負極１０２と対向している。正極１０１、負極１０２お
よびセパレータ１０３には電解液が含浸されている。
【００２０】
　例えば、図１に示されるように、正極１０１、セパレータ１０３、負極１０２およびセ
パレータ１０３が、正極１０１と負極１０２との間にセパレータ１０３が介在するように
積層され、さらに渦巻状に巻回されることにより、電極群１０４が作製され得る。なお、
本実施形態においては、これに限定されず、例えば、間にセパレータ１０３を挟みながら
、正極１０１と負極１０２とが交互に積層されることにより、電極群１０４が構成されて
いてもよい。
【００２１】
　また、バイポーラ電極板が積層されることにより、バイポーラ構造を有する電極群１０
４が構成されていてもよい。バイポーラ電極板は、集電板（基材）、該集電板の一方の面
に配置されている正極活物質層、および、該集電板の他方の面に配置されている負極活物
質層を含む。バイポーラ構造を有する電極群により、コンパクトで高い電圧を有する電池
を構成することが可能となる。なお、バイポーラ電極の基材は、その表裏に正極合材と負
極合材とが配置されるため、発泡ニッケルなどの多孔質材料は使用できず、基材として金
属箔等を使用する必要がある。
【００２２】
　《正極》
　正極１０１は、正極基材と、該正極基材の少なくとも一方の表面に設けられた正極合材
と、を含む。正極１０１は、例えば、板状、シート状等であり得る。その平面形状は、例
えば、帯状、矩形状等であってもよい。正極１０１は、例えば、１０μｍ～１ｍｍ程度の
厚さを有してもよい。
【００２３】
　正極基材は、Ｎｉ箔またはＮｉメッキ鋼箔である。正極基材の表面は、必ずしも平面で
ある必要はない。正極基材の厚みは、好ましくは５～３５μｍである。正極基材の厚みが
この範囲内である場合、電池の内部抵抗を低減する効果がより確実に得られると考えられ
る。
【００２４】
　正極合材は、正極活物質を含む。正極活物質は、オキシ水酸化コバルトで被覆された水
酸化ニッケルを含む。
【００２５】
　ここで、水酸化ニッケルは、正極活物質として機能する。すなわち、水酸化ニッケルは
、放電状態では水酸化ニッケル（ＩＩ）〔Ｎｉ（ＯＨ）2〕であり、充電状態ではオキシ
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水酸化ニッケル〔ＮｉＯＯＨ〕である。したがって、本開示において、「水酸化ニッケル
を含む」とは、水酸化ニッケル（ＩＩ）およびオキシ水酸化ニッケルの少なくとも一方を
含むことを意味する。
【００２６】
　したがって、正極活物質の原料として、放電状態の水酸化ニッケル（ＩＩ）を準備して
もよく、充電状態のオキシ水酸化ニッケルを準備してもよい。
【００２７】
　本実施形態の正極は、電池に組み込まれる前の正極であってもよく、電池に組み込まれ
た後の正極であってもよい。
【００２８】
　電池に組み込まれる前の正極において、正極活物質が「オキシ水酸化コバルトで被覆さ
れた水酸化ニッケルを含む」場合の例としては、予めオキシ水酸化コバルト〔ＣｏＯＯＨ
〕で被覆された水酸化ニッケル粉末等を正極活物質の原料として用いて正極が製造される
場合が挙げられる。
【００２９】
　また、電池に組み込まれた後の正極において、正極活物質が「オキシ水酸化コバルトで
被覆された水酸化ニッケルを含む」場合の例としても、同様に、予めオキシ水酸化コバル
ト〔ＣｏＯＯＨ〕で被覆された水酸化ニッケル粉末等を正極活物質の原料として用いて正
極が製造される場合が挙げられる。
【００３０】
　ただし、電池に組み込まれた後の正極において、正極活物質が「オキシ水酸化コバルト
で被覆された水酸化ニッケルを含む」場合の例としては、これ以外にも、予め水酸化コバ
ルト〔Ｃｏ（ＯＨ）2〕で被覆された水酸化ニッケル粉末等を正極活物質の原料として用
いて正極が製造される場合が挙げられる。ここで、水酸化コバルトで被覆された水酸化ニ
ッケルは、初期充電等により水酸化コバルトが不可逆的に酸化されてオキシ水酸化コバル
トとなることにより、「オキシ水酸化コバルトで被覆された水酸化ニッケル」となる。
【００３１】
　また、電池に組み込まれる前の正極において、水酸化ニッケルが水酸化コバルトまたは
オキシ水酸化コバルトで被覆されていなくても、正極合材が水酸化コバルト（導電材）を
含んでいる場合は、電池に組み込まれた後の正極において、正極活物質が「オキシ水酸化
コバルトで被覆された水酸化ニッケルを含む」場合がある。水酸化コバルトが電解液（ア
ルカリ水溶液）に一旦溶解した後、水酸化ニッケル表面に析出し、初期充電時に酸化され
てオキシ水酸化コバルトとなるためである。
【００３２】
　なお、「オキシ水酸化コバルトで被覆された水酸化ニッケル」とは、水酸化ニッケルの
表面の少なくとも一部が被覆されていることを意味し、水酸化ニッケルの表面全体が被覆
されている必要はない。
【００３３】
　オキシ水酸化コバルトで被覆された水酸化ニッケルを含む限り、正極活物質は、その他
の元素、化合物等を含んでもよい。その他の元素としては、例えば、マグネシウム（Ｍｇ
）、アルミニウム（Ａｌ）、マンガン（Ｍｎ）、亜鉛（Ｚｎ）等が挙げられる。
【００３４】
　正極活物質が粉末である場合、その粉末は、例えば、１～３０μｍの平均粒径を有して
もよい。本明細書の「平均粒径」は、レーザ回折散乱法によって測定される体積基準の粒
度分布において、微粒側からの累積体積が全体積の５０％になる粒径を示す。正極活物質
は、合成されたものでもよく、購入されたものでもよい。
【００３５】
　正極合材は、正極活物質を含む限り、その他の材料を含んでもよい。その他の材料とし
ては、例えば、バインダ、導電材等が挙げられる。
【００３６】
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　バインダは、特に限定されるべきではない。バインダは、例えば、カルボキシメチルセ
ルロース（ＣＭＣ）、ポリビニルアルコール（ＰＶＡ）、ヒドロキシプロピルセルロース
（ＨＰＣ）、ポリアクリル酸（ＰＡＡ）、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、テ
トラフルオロエチレン・パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合体（ＰＦＡ）、テト
ラフルオロエチレン・ヘキサフルオロプロピレン共重合体（ＦＥＰ）、スチレンブタジエ
ンゴム（ＳＢＲ）、アクリロニトリルブタジエンゴム（ＮＢＲ）等であってもよい。１種
のバインダが単独で使用されてもよく、２種以上のバインダが組み合わされて使用されて
もよい。バインダの含有量は、例えば、１００質量部の正極活物質に対して０．１～１０
質量部であってもよい。
【００３７】
　導電材も特に限定されるべきではない。導電材は、例えば、カーボンブラック、気相成
長炭素繊維（ＶＧＣＦ）、黒鉛、酸化コバルト（ＣｏＯ）、水酸化コバルト〔Ｃｏ（ＯＨ
）2〕等であってもよい。なお、上述のとおり、正極活物質である水酸化ニッケルが水酸
化コバルトまたはオキシ水酸化コバルトで被覆されていない場合は、導電材は水酸化コバ
ルトを含む。１種の導電材が単独で使用されてもよいし、２種以上の導電材が組み合わさ
れて使用されてもよい。導電材の含有量は、例えば、１００質量部の正極活物質に対して
０．１～２０質量部であってもよい。
【００３８】
　例えば、正極活物質、バインダ等を含む正極合材の原料粉末と、溶媒と、を混合するこ
とにより、正極ペーストが調製される。溶媒は、バインダの種類等に応じて適宜選択され
得る。溶媒は、典型的には水であり得る。該正極ペーストが正極基材の表面に塗工され、
乾燥されることにより、正極が製造され得る。正極は、所定の厚さを有するように圧延さ
れてもよい。裁断機等により、正極が所定の形状を有するように裁断されてもよい。正極
は、例えば、帯状、矩形状等の平面形状を有するように裁断され得る。
【００３９】
　正極基材の片面に対する正極合材の目付量（単位面積当たりの質量）は、０．０２～０
．０３５ｇ／ｃｍ2である。なお、正極合材の目付量をこの範囲に設定することで、正極
基材が多孔質基材（発泡Ｎｉなど）である場合に比べて、電池の内部抵抗を低減すること
ができる。
【００４０】
　上記の正極合材の目付量に対して、正極合材の厚みは、例えば、片面当り７０～１２０
μｍである。
【００４１】
　なお、本実施形態においては、正極ペーストを用いた正極の製造方法について説明した
が、これに限定されず、本実施形態の正極は、例えば、粉末圧延法などにより正極合材を
正極基材の表面に担持することで製造されてもよい。
【００４２】
　《負極》
　負極１０２は、例えば、板状、シート状等であり得る。その平面形状は、例えば、帯状
、矩形状等であってもよい。負極１０２は、例えば、１０μｍ～１ｍｍ程度の厚さを有し
てもよい。
【００４３】
　負極１０２は、水素吸蔵合金を含む。水素吸蔵合金は、水素を可逆的に吸蔵放出する合
金である。水素吸蔵合金は、負極活物質として機能する。水素吸蔵合金は、特に限定され
るべきではない。
【００４４】
　水素吸蔵合金としては、例えば、ＡＢ型合金（例えばＴｉＦｅ等）、ＡＢ2型合金（例
えばＺｒＭｎ2、ＺｒＶ2、ＺｒＮｉ2等）、Ａ2Ｂ型合金（例えばＭｇ2Ｎｉ、Ｍｇ2Ｃｕ等
）、ＡＢ5型合金（例えばＣａＮｉ5、ＬａＮｉ5、ＭｍＮｉ5等）等が挙げられる。なお、
「Ｍｍ」はミッシュメタルと称される希土類金属の混合物を示している。１種の水素吸蔵
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合金が単独で使用されてもよいし、２種以上の水素吸蔵合金が組み合わされて使用されて
もよい。水素吸蔵合金の粉末は、例えば、１～３０μｍの平均粒径を有してもよい。
【００４５】
　負極１０２は、例えば、水素吸蔵合金の成形体であってもよいし、水素吸蔵合金が負極
基材に保持されたものであってもよい。
【００４６】
　負極基材としては、例えば、多孔質金属（発泡ニッケル基板等）、穿孔金属板（パンチ
ングメタル）等が挙げられる。穿孔金属板は、例えば、鉄製であってもよい。穿孔金属板
は、例えば、ニッケルメッキが施されていてもよい。
【００４７】
　負極合材は、水素吸蔵合金（負極活物質）を含む限り、その他の材料を含んでもよい。
その他の材料としては、導電材、バインダ等が挙げられる。
【００４８】
　導電材は、特に限定されるべきではない。導電材は、例えば、Ｃｕ粉末、Ｎｉ粉末、正
極１０１の導電材として例示された材料等であってもよい。１種の導電材が単独で使用さ
れてもよいし、２種以上の導電材が組み合わされて使用されてもよい。
【００４９】
　バインダも特に限定されるべきではない。バインダは、例えば、正極１０１のバインダ
と同様の材料であってもよい。１種のバインダが単独で使用されてもよいし、２種以上の
バインダが組み合わされて使用されてもよい。
【００５０】
　例えば、負極活物質、バインダ等を含む負極合材の原料粉末と、溶媒と、が混合される
ことにより、負極ペーストが調製される。負極ペーストが負極基材の表面に塗工され、乾
燥されることにより、負極が製造され得る。負極は、所定の厚さを有するように圧延され
てもよい。負極は、所定の平面形状を有するように裁断され得る。
【００５１】
　負極合材の厚みは、例えば、片面当り４０～８０μｍである。
【００５２】
　《電解液》
　電解液は、アルカリ水溶液である。電解液としては、例えば、水酸化カリウム（ＫＯＨ
）、水酸化ナトリウム（ＮａＯＨ）、水酸化リチウム（ＬｉＯＨ）などの水酸化物（金属
水酸化物）を主として含む水溶液が挙げられる。なお、電解液は、１種の水酸化物を単独
で含んでいてもよいし、２種以上の水酸化物を含んでいてもよい。電解液中の水酸化物の
濃度は、例えば、１～２０ｍоｌ／Ｌ程度であってもよい。
【００５３】
　《セパレータ》
　セパレータ１０３は、電気絶縁性の多孔質シートである。セパレータとしては、特に限
定されず、ニッケル水素電池等のセパレータとして公知の部材を使用することができる。
セパレータ１０３は、例えば、不織布等であってもよい。不織布は、例えば、５０～１０
０ｇ／ｍ2の坪量を有してもよい。セパレータ１０３の材質としては、例えば、ポリオレ
フィン（ポリプロピレン、ポリエチレンなど）、ポリアミド等が挙げられる。セパレータ
１０３には、親水性が付与されていてもよい。例えば、スルホン化処理、プラズマ処理等
により、セパレータ１０３に親水性が付与され得る。
【００５４】
　なお、電池においては、正極活物質量に対して必要な電解液量が存在する。このことか
ら、上記のように正極合材の目付量が少ない正極に対しては、セパレータに求められる保
液量が少なくなるため、セパレータの厚みを薄くすることができる。セパレータの厚みを
薄くすれば、活物質（正極活物質および負極活物質）の密度が高められるため、電池抵抗
（内部抵抗）を低下させることができる。このような観点から、セパレータの厚みは、例
えば、５０～１２０μｍとすることができる。なお、セパレータの空隙率は、例えば、４
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０～７０体積％である。
【００５５】
　例えば、通常、正極活物質に対して必要な所定の電解液量が知られている。そして、電
極群（正極合材、負極合材およびセパレータ）の空隙の総体積が、この所定の電解液量と
同程度になるように、電池が設計される。例えば、必要な電解液量がＡ（ｍＬ）である場
合、正極合材および負極合材の空隙の総体積がＢ（ｍＬ）であるとすれば、セパレータの
空隙の総体積ＣはＡ－Ｂ（ｍＬ）必要である。このセパレータの空隙の総体積Ｃと、セパ
レータの空隙率およびセパレータの面積とから、セパレータの厚みが設定される。なお、
正極合材、負極合材およびセパレータの空隙の体積は、それらの各々の体積（空隙部を含
む）と空隙率とから求めることができる。正極合材、負極合材およびセパレータの各々の
体積は、面積と厚みから求めることができる。
【００５６】
　＜用途＞
　本実施形態の電池は、例えば、ハイブリッド自動車（ＨＶ）、プラグインハイブリッド
自動車（ＰＨＶ）、電気自動車（ＥＶ）等の駆動用電源（車載用電池）として使用され得
る。ただし、本実施形態の電池の用途は、自動車の駆動用電源に限定されるべきではない
。本実施形態の電池は、あらゆる用途に適用され得る。
【実施例】
【００５７】
　以下、本開示の実施例が説明される。ただし、以下の例は、特許請求の範囲を限定する
ものではない。
【００５８】
　＜試験例１＞
　（正極の製造）
　正極活物質として、オキシ水酸化コバルト（ＣｏＯＯＨ）で被覆された水酸化ニッケル
（ＮｉＯＨ）の粉末（平均粒径：１０μｍ）が準備された。０．７質量％のＣＭＣ水溶液
が準備された。正極活物質の粉末とＣＭＣ水溶液とが混合された。これにより正極ペース
トが調製された。
【００５９】
　正極基材として、１５μｍの厚さを有するＮｉ箔が準備された。Ｎｉ箔の両面に正極ペ
ーストが塗布され、乾燥された。正極ペーストの塗布量は、正極基材（Ｎｉ箔）の片面当
りの乾燥後の正極合材の目付量が、図２に示すとおりとなるように調整された。これによ
り正極合材の目付量が異なる複数種の正極が製造された。正極が目付量に応じて約３ｇ／
ｃｍ3の密度となるように圧延された。正極が帯状に裁断された。
【００６０】
　さらに、比較のために、上記のＮｉ箔と同じ目付量を有する発泡Ｎｉ基板に正極ペース
トを含浸させて、乾燥することにより、正極を製造した点以外は、上記と同様にして複数
種の正極が製造された。
【００６１】
　（負極の製造）
　水素吸蔵合金（ＡＢ5型合金）の粉末が準備された。粉末の平均粒径は、２０μｍであ
った。
【００６２】
　水素吸蔵合金の粉末と、ＣＭＣ水溶液と、ＰＴＦＥの水性分散液とが混合された。これ
により負極ペーストが調製された。パンチングメタル（厚み：６０μｍ）が準備された。
負極ペーストがパンチングメタルの両面に塗布され、乾燥された。これにより負極が製造
された。負極が圧延され、帯状に裁断された。裁断後の負極は、正極の充電容量の約１．
５倍の充電容量を有するように設計されている。
【００６３】
　（電池の組み立て）
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　セパレータとして、ポリオレフィン樹脂繊維製の不織布が準備された。セパレータは１
５０μｍの厚さを有するものとされた。正極がセパレータを挟んで負極と対向するように
、正極、セパレータおよび負極が配置され、電極群シートが構成された。電極群シート（
正極、セパレータおよび負極）が渦巻状に巻回された。これにより電極群が構成された。
電極群がケース（円筒状の蓋付き金属ケース）に収納された。ケースに電解液が注入され
た。電解液は、７ｍоｌ／ＬのＫＯＨ水溶液である。ケースが密閉された。
【００６４】
　以上より、試験例１の複数種のアルカリ二次電池が製造された。
【００６５】
　＜直流内部抵抗（ＤＣＩＲ）の測定＞
　試験例１で製造された電池の各々は、充電率（ＳＯＣ：state　of　charge）が初期容
量の約６０％となるように充電状態が調整された。その後、電池を２５℃の雰囲気下にお
いて、３Ｃの電流値で２秒間の放電を行い、放電開始から２秒後の電圧値を測定した。電
圧降下量と放電時の電流との関係から、直流内部抵抗（ＤＣＩＲ）が算出された。なお「
Ｃ」は電流レートの単位である。「１Ｃ」は、１時間の充電により、充電率（ＳＯＣ）が
０％から１００％に到達する電流レートを示す。ＤＣＩＲの測定結果より、電極群（正極
、負極およびセパレータ）の総体積を一定としたときのＤＣＩＲを試算した結果を図２に
示す。
【００６６】
　図２に示される結果から、正極基材の片面に対する正極合材の目付量を０．０２～０．
０３５ｇ／ｃｍ2の範囲に限定することで、正極基材が多孔質基材（発泡Ｎｉ）である場
合に正極合材の目付量の調整により最小となるＤＣＩＲの値（図２に点線で示される値）
に比べて、同じ体積を有する電極群を備える電池の内部抵抗を低くすることができると考
えられる。
【００６７】
　＜試験例２＞
　正極合材の目付量を０．０３ｇ／ｃｍ2として、Ｎｉ箔の厚みを図３に示されるように
変化させたことを除いては、試験例１と同様に、電池が製造された。それらの電池につい
て、試験例１と同様にＤＣＩＲが測定された。ＤＣＩＲの測定結果より、電極群の総体積
を一定としたときのＤＣＩＲを試算した結果を図３に示す。
【００６８】
　図３に示される結果から、正極基材の厚みが５～３５μｍである場合に、電池の内部抵
抗を低減する効果がより確実に得られることが分かる。
【００６９】
　上記の実施形態および実施例はすべての点で例示であって制限的なものではない。特許
請求の範囲によって定められる技術的範囲は、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内
でのすべての変更を含む。
【符号の説明】
【００７０】
　１０１　正極、１０２　負極、１０３　セパレータ、１０４　電極群、１０５　ケース
、１００　電池。
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